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大泉町心身障害者等デイサービスセンター管理運営業務仕様書  

 

   この仕様書は、大泉町心身障害者等デイサービスセンターの指定管理者  

が行う業務の内容及び履行方法等について定めるものとする。  

 

１　施設の概要  

（１）名称及び所在地  

（２）施設の内容  

（３）休館日及び開館時間  

　 ※ただし、指定管理者は、必要があると認めたときは、町長の承認を  

     得て、休館日及び開館時間を変更し、又は臨時に休館日を定めるこ  

     とができる。  

 

２　管理運営に関する基本的な考え方  

　　大泉町心身障害者等デイサービスセンター（以下、「デイサービスセン

ター」という。）の管理運営にあたっては、 次に掲げる項目により行うこと。  

（１）デイサービスセンターは、在宅の重度心身障害者等の福祉の向上を

図るとともに、その介護を行う家族等の負担を軽減することを目的に

設置された施設であり、その設置目的に基づき管理運営を行うことと

する。  

（２）利用者が安心して利用できるよう、施設の適切な維持管理を行うこ

と。  

（３）経費の節減に努め、事業計画書、収支予算書等に基づき適正且つ効

 
施 設 の 名 称 所　　在　　地  

 
大泉町心 身 障 害 者 等 デ イ

サービスセンター
 大泉町城之内一丁目２２番１号

 
構造・規模 施          設

  
木造平屋建  

建築面積 　１５３.１９㎡ 

 
訓練室・浴室・物置・トイレ  

 
休　館　日 開  館　時　間

 
 土曜日及び日曜日  

 国民の祝日に関する法律  

 に規定する休日  

 12 月 29 日から翌年 1 月  

 3 日まで

 午前９時から午後４時まで
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率的な管理運営を行うとともに、苦情が発生した場合は、適切に対応

して処理を行い、その結果を町に報告すること。  

なお、指定管理者において処理することが困難な苦情については、

町と協議し、解決を図るものとする。  

（４）利用者の意見、要望を管理運営に反映させ、常に利用者の満足度を

高めるとともに、苦情が発生した場合は、適切に対応して処理を行い、

その結果を町に報告すること。  

なお、指定管理者において処理することが困難な苦情については、

町と協議し、解決を図るものとする。  

（５）業務遂行にあたっては、「大泉町経営方針」に基づき、町民目線で考

え、事務改善活動を推進するとともに、法令等の遵守、経営資源の有

効活用による管理運営を行うこと。  

（６）大泉町地球温暖化対策実行計画に基づいた環境保全に対する取り組

みを行うこと。                                                          

（７）事務又は事業を行うに当たっては、「障害を理由とする差別の解消の

推進に関する大泉町職員対応要領」に準じ、適切に対応すること。  

（８）事業を行うに当たっては、「大泉町障害者基本計画」の推進に向けて

取り組むこと。  

（９）災害等緊急時に備えた危機管理を徹底するとともに、防火管理責任

者等の配置をすること。  

（１０）施設等の利用料は、無料とする。　　　  

 

３　指定管理者が行う主な業務の内容  

（１）デイサービスセンターの事業の実施に関すること。  

①　利用対象者  

町内に住所を有する満１５歳以上の者で、在宅の重度心身障害者

並びにそれに準ずる者として町長が適当と認める者及びそれらの者

を現に介護する者。  

デイサービスセンターの利用申請に対する決定は、町において行

い指定管理者に通知する。  

②　サービスの内容  

利用者の障害の程度等に応じて、社会適応や機能回復訓練、創作

及び軽作業や養護、家族等に対する介護及び生活援助方法の指導。  

③　実施日及び実施時間                                          　　　  

開館日及び開館時間とする。  
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④　その他施設の運営に必要と認められること。  

ア  利用者が施設等を安全かつ円滑に利用できるための、利用方法  

        並びに注意事項の指導、説明及び助言  

イ  施設等の管理運営に関する調査、研究及び資料の収集等  

ウ　類似施設の情報収集  

（２）備品等の管理  

町が指定管理者に無償貸与する備品は別紙１の「備品一覧表」のと

おりとする。  

（３）施設設備更新工事  

施設設備の維持及び安全性を確保するため、更新工事を実施する必

要がある場合において、指定管理者は、更新工事に必要な経年劣化の

状況、部品交換の必要性について、町に協力し、早期に情報提供等を

行い、工事に必要な日程調整及び確保を行うこととし、少なくとも町

の予算要求時の２か月前までに工事内容の基本案を提出すること。  

（４）施設等の維持管理に関する業務  

業務に伴って生じた廃棄物は、自らの責任において適正に処理する

こと。  

（５）警備・防災業務  

①　防犯対策については、敷地内や建物侵入等犯罪の未然防止のため  

の対策を講じること。  

②　防災対策については、災害時の通報・消火・避難誘導等、役割分  

担を定め事故発生時における利用者の安全確保を図ること。      

（６）その他施設の管理運営に必要な業務  

①　事業計画書及び収支予算書の提出  

②　事業報告書及び収支決算書の提出  

③　町等関係機関との連絡調整  

④　各種統計資料の作成　　  

⑤　安全対策、防災・避難訓練等の実施                        

⑥　他の社会福祉施設との連携  

　　⑦　指定期間終了に当たっての引継ぎ業務  

⑧　その他必要と認められる業務　  

 

４　管理の基準 

（１）関係法令等の遵守  

業務の遂行に当たっては、次の関連する法令等の内容を十分に理解

し、法令等の規定に基づいた運営を行うこと。なお、指定期間中に法
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令等に改正があった場合には、改正された内容に基づくものとする。  

①　大泉町心身障害者等デイサービスセンターの設置及び管理に関す

る条例及び同条例施行規則  

　　②　地方自治法及び同法施行令  

　　③　個人情報の保護に関する法律及び同法施行令  

　　④　群馬県知的障害児（者）総合福祉推進事業実施要綱  

⑤　障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律及び同法施行令  

⑥　大泉町公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例及  

び同条例施行規則  

⑦　大泉町情報公開条例及び同条例施行規則  

　　⑧　大泉町個人情報の保護に関する法律施行条例及び大泉町個人情報

の保護に関する法律施行細則  

⑨　労働基準法及びその他労働関係法令  

　　⑩　消防法及びその他消防関係法令  

⑪　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律  

⑫　大泉町暴力団排除条例  

　　⑬　その他の関係法令  

（２）職員配置  

業務に熟練又は、十分な研修を受けた常勤職員２名（うち１名は責

任者とし、支援センター業務を兼務）及びその他の職員３名を配置し、

緊急時にも速やかな対応が図れるよう職員配置に配慮すること。  

職員配置（資格者等）については、群馬県知的障害児（者）総合福

祉推進事業実施要綱に基づき適正に配置を行うこと。  

（３）帳簿の記帳  

指定管理者は、デイサービスセンターの管理運営に係る収入及び支

出の状況について、適切に帳簿に記帳し、次年度の４月１日から起算

して、帳簿は１０年間、証拠書類は５年間保存すること。また、これ

らの関係書類について町が閲覧を求めたときは、これに応ずること。  

（４）文書管理  

    　指定管理者は、その管理業務に係る文書を適正に作成、管理し、町

が閲覧を求めたときは、これに応ずること。  

 

５　行政財産の目的外使用 

　　条例で定めている業務以外で使用する行政財産目的外使用にあたる 

ものは、町に行政財産目的外使用申請書を提出し、許可を受けなければ 
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ならない。 

 

６　指定管理料 

（１）指定管理料の支払い 

町は、指定管理業務に係る経費として、年度中見込まれる経費を指

定管理料として指定管理者に支払うものとする。指定管理料は、会計

年度ごとに予算の範囲内で指定管理者との年度協定に基づき支払うこ

ととする。 

（２）町が直接支払う経費 

　　大規模施設更新工事費、大規模修繕等の工事費、高額の備品購入費  

（３）指定管理料の精算  

　　指定管理業務を仕様及び協定どおりに実施するなかで、経費の削減

など、指定管理者の経営努力により生み出された余剰金については、

原則として精算による返還を求めない。ただし、次の（４）の場合を

除く。また、経費が指定管理料を超過しても、原則としてその差額の

補填は行わないものとする。  

（４）指定管理料の変更  

　　　事業計画等で規定した業務を実施しなかった場合、協定で定めた事

業の実施回数を下回った場合、大幅な物価変動があった場合、協定時

に見込まれていない特段の事情の変動が生じた場合など、当初の指定

管理料どおり支払うことが合理的でない場合については、町と指定管

理者との協議により指定管理料のうち変更が生じた部分の金額を見

直すものとする。 

 

７　協定の締結  

　　町と指定管理者は、業務を実施するうえで必要となる詳細事項につい

て、町が示した協定書（案）を基本とした協議を行い、これにより基本

協定、年度協定を締結する。  

 

８　事業報告書等  

　　指定管理者は、毎年度終了後、６０日以内に自主事業の実施状況、管

理運営に要した収支状況等を記載した事業報告書及び「大泉町指定管理

者制度導入施設の管理運営状況に係るモニタリングガイドライン」に基

づく事業報告書を提出しなければならない。  
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９　業務の再委託等  

　　指定管理者は、指定管理者が行う業務の全部を第三者に委託し、又は

請け負わせてはならない。ただし、施設の設備管理を効率的に行う上で

必要と認められる業務で、町長の承認を得た一部の業務については、こ

の限りではない。  

 

１０　指定管理者に対する監督・監査  

（１）町は、指定管理者が管理する施設の適正な運営を期するため、指定

管理者に対して、業務の内容又は経理の状況に関し、報告を求め、実

地に調査し、又は必要な指示をすることができる。  

（２）町又は町監査委員が必要を認めるときは、指定管理者が行う管理運

営業務に係る事務について監査を行うことができる。  

 

１１　業務の継続が困難となった場合の措置  

（１）指定管理者の責めに帰すべき事由による場合  

　　　指定管理者の責めに帰すべき事由により業務の継続が困難となった

場合又はその恐れが生じた場合には、町は指定管理者に対して改善勧

告等の指示を行い、期間を定めて改善策の提出及び実施を求めること

ができる。この場合、指定管理者がその期間内に改善することができ

なかった場合には、町は指定管理者の取消し又は業務の全部若しくは

一部の停止を命じることができる。  

（２）指定管理者の責めに帰することができない事由による場合  

　　不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、火災、騒乱、暴動、感染症拡

大等の自然的または人為的な現象）により、業務の継続が困難となっ

た場合、町と指定管理者は、業務継続の可否等について協議し、町は

指定管理者の指定の取消し又は業務の全部若しくは一部の停止を命じ

ることができる。  

（３）指定管理者による管理を継続することが適当でないと認められる場  

　 合  

①　11－(1)による指示をし、指定管理者がその指示に従わない場合は、

町は指定管理者の指定の取消し又は業務の全部若しくは一部の停止

を命じることができる。  

②　施設が公の施設として廃止されることとなった場合には、町は指

定管理者の指定を取消し、指定管理による管理を終了するものとす

る。  
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１２　指定の取消しによる賠償等  

（１）指定管理者の責めに帰すべき事由による場合  

　　　指定管理者は、町にそのことにより生じた損害を賠償しなければな

らない。  

（２）町又は指定管理者の責めに帰することができない事由による場合  

　　11－(2)により生じた損害について、合理性の認められる範囲で町が

賠償するものとする。なお、指定管理者が付保した保険により補填さ

れた金額相当分については、町の負担に含まないものとする。  

（３）11－(1)及び 11－(3)により指定管理者に生じた損害について、町は

その賠償の責めを負わないものとする。  

（４）11 の定めにより指定の取消し又は業務の全部若しくは一部の停止を

命じたときは、町は指定管理者に対して既に支払った指定管理料の返

還を求めることができる。　　　  

 

１３　利用者への賠償  

　　指定管理者は、本業務の実施において、指定管理者に帰すべき事由に

より利用者に損害が生じた場合、指定管理者はその損害を賠償しなけれ

ばならない。ただし、その損害が町の責めに帰すべき事由又は町・指定

管理者双方の責めに帰すことができない事由による場合は、その限りで

はない。  

 

１４　責任分担  

　　管理運営上生じる責任は、別表「責任分担表」によるものとする。た

だし、表に定めのない場合又は疑義がある場合は、双方協議の上決定す

る。  

 

１５　原状回復の義務等  

（１）指定管理者は、指定期間が終了した場合、指定が取り消された場合

及び全部若しくは一部の停止が命ぜられた場合は、町の指示に基づき、

施設を原状に復して引き渡さなければならない。  

（２）指定管理者は、施設、設備又は備品等を汚損、損傷又は亡失したと

きは、町の指示に基づき原状に回復し、又は損害を賠償しなければな

らない。  

 

１６　事務の引継ぎ  

　　指定期間終了若しくは指定の取消しにより、次期指定管理者に業務を
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引き継ぐ際は円滑な引継ぎに協力するとともに、必要なデータを提供す

ること。なお、引継ぎにかかる経費については、指定管理者の負担とす

る。  

 

１７　留意事項  

　　業務を実施するに当たっては、次の各項目に留意して円滑に実施する

こと。  

（１）公の施設であることを念頭において、公平な運営を行うこと。  

（２）町との連携を図った運営を行うこと。  

（３）指定管理者が施設の運営管理に係る各種規程・要綱等を作成する場

合は、町と協議を行うこと。  

（４）この仕様書に規定するもののほか、指定管理者の業務の内容及び　　 

処理について町と協議し、決定すること。  
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別表  

責　任　分　担　表  

注　本表に定めのない場合又は疑義がある場合は、双方協議のうえ決定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
種　　類 内　　　　　　　　容 町

指定  

管理
 物価変動 人件費、物品費等物価変動に伴う経費の増加 ○ ○
 金利変動 金利変動に伴う経費の増加 ○
 

周辺住民対応
指定管理業務内容に対する苦情・要望 ○

 上記以外の苦情・要望 ○
 

法令変更
施設管理運営に影響を及ぼす法令変更 ○

 指定管理者に影響を及ぼす変更 ○
 

税制変更
施設管理、運営に影響を及ぼす税制変更 ○

 一般的な税制変更 ○
 行政的理由によ

る事業内容変更

行政側の事情により、管理運営業務に

変更が生じた場合の経費増
○

 
不可抗力

天変地異又はいずれの責めに帰すこと

のできない事由による復旧費用
○

 
書類の誤り

町作成書類の誤りによる費用増 ○
 指定管理者作成書類の誤りによる費用増 ○
 

支払遅延
町からの遅延が原因 ○

 指定管理者から委託業者への遅延が原因 ○
 

施設・附属設備等

の損傷

指定管理者の過失によるもの ○
 上記以外で、第三者の行為で相手側が

特定できない小規模なもの
○ ○

 
第三者への賠償

施設運営・維持管理において第三者に

損害を与えた場合
○ ○

 
セキュリティ

警備不備による情報漏えい、犯罪等に

よる費用の発生
○

 
事業終了時の費用

期間終了時又は期間中に業務を廃止し

た場合における撤収費用
○

 
保険加入

建物火災保険 ○
 損害賠償保険（建物及び敷地内の事故） ○
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別紙１  

備　品　一　覧　表  

 

 

  

品　　　　名  

 

取　得　年　月　日

 

単位

 

数量

 

備考

 
和太鼓 平成１３年　３月２９日 台 １

 
和太鼓 平成１４年　１月１１日 台 ３

 
洗濯乾燥機 平成１５年１１月２７日 台 １

 マイクロバス  

（日野リエッセⅡ）
平成１６年　７月２２日 台 １

 
ジェットタオル 平成１８年　５月２５日 台 ２

 
空気清浄機 平成１９年　４月　２日 台 １

 
洗濯機 令和　８年　１月３０日 台 １


